
 

【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号：◆D-4-1-1 

事 業 名：災害公営住宅駐車場整備事業 

事 業 費：総額 61,479千円 国費 49,183千円 

（内訳: 委託料 59,036千円、工事費 2,443千円） 

事業期間：平成 24年度～平成 27年度 

事業目的：災害公営住宅（集合）の入居者等が使用する駐車場の利便性を図るため同住宅敷地内

に整備する。大谷地地区以外については、宮城県と業務施行に関する協定を締結し、

宮城県が実施する。 

                                   

事業地区：亘理町全域 

事業結果 

下茨田南住宅：125台（うち障害者用 3台）  

上浜街道住宅：114台（うち障害者用 3台） 

大谷地住宅 ： 30台（うち障害者用 1台） 

西木倉住宅 ：100台（うち障害者用 2台）  

＜平成 24年度～平成 26年度＞ 

・東日本大震災による災害公営住宅整備に係る業務施行に関する協定 59,036千円 

 （下茨田南地区、上浜街道地区、西木倉地区） 

＜平成 27年度＞ 

・亘理町災害公営住宅（吉田）新築工事 2,443千円 

事業の実績に関する評価 

 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価  

〇基幹事業で建設した住宅の敷地内に駐車場を整備し、入居者の駐車スペースとして活用さ

れたことで利便性が向上した。 

 

⇒ 駐車場の活用により入居者の利便性が向上していることから本事業は事業目的に即した

効果を発揮していると判断する。  

  

② コストに関する調査・分析・評価 

〇住宅の入居人数・規模から適切な駐車台数、大きさを検討し整備を行うことでコストの縮

減に努めた。 

 

⇒ 上記を踏まえ、本事業に要したコストは妥当と判断する。  

  

③ 事業手法に関する調査・分析・評価   

 想定事業期間 実際の事業期間 

委託 平成 24年 11月～平成 27年 3月 平成24年11月～平成27年 3月  

工事 平成 26年 8月～平成 27年 6月 平成26年 8月～平成27年 6月 

〇既存市有地に建設することで早期着手を図り、また、住宅建築工事に含めて発注すること

で無駄のない作業工程を組み、想定事業期間内に事業完了することができた。 

 

⇒ 想定した事業期間内に完了したため、事業手法として妥当であったと判断する。 

 

事業担当部局 

亘理町施設管理課管理班 電話番号：0223-34-0512 

 


